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（1）バンコク・ノンカイ高速鉄道
本事業は，タイの首都バンコクと東北部のノンカイを結

ぶ延長約609kmの路線であり，中間に位置する都市ナコン
ラチャシマからバンコク側をフェーズ1，ノンカイ側をフェー
ズ2としている．本事業の基本情報を表―2に示す．
バンコクから東北部へ高速鉄道路線を構築するととも

に，ラオスや中国の鉄道路線との接続が計画されており，
2010年頃からタイ政府と中国政府により検討が進められて
きた．2016年，両国の政府関係者が参画する事業管理委
員会において本事業のフェーズ1の整備が合意され，2017

年，タイの閣議での承認を受け同年末よりフェーズ1の工事
が進められている．

（2）ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道
本事業は，インドで最も人口の多い都市マハラシュトラ

州のムンバイとモディ首相の出身地でもあるグジャラート州
のアーメダバードを結ぶ延長約508kmの路線である．本事
業の基本情報を表―3に示す．
インド国内で急増する鉄道輸送需要を背景に，主要都
市間の輸送力を増強するためインド政府により高速鉄道
網の整備が計画され，その中でムンバイ・アーメダバード間
が最初の整備区間として定められた．複数の事業実施可
能性調査（FS）を踏まえ，2013年に日印共同のFSが実施さ
れ，各国の高速鉄道システムを比較しつつ，新幹線方式を
ベースとした基本計画が策定された．2015年，日印首脳会
談において本事業への新幹線システムの導入に関する協
力覚書が締結され，2017年より工事が進められている．

（3）ジャカルタ・バンドン高速鉄道
本事業は，インドネシアの首都ジャカルタとインドネシア

第三位の都市人口を有するバンドンを結ぶ延長約142km

1──背景と目的

東南・南アジアにおける高速鉄道の整備事業は，事業
化されている案件は現時点で4案件あり，そのうちの1案件，
インドのムンバイ・アーメダバード間高速鉄道は日本による
技術・資金協力を受けて整備が進められている．その他，
複数の国や路線で計画・構想段階の案件もある．日本では
インフラシステムの海外展開へ向けた取組が推進されてお
り，日本の高速鉄道の更なる海外展開が期待される．
一方，既に事業化されている高速鉄道事業の整備スキー

ムや特徴を比較分析している文献はなく，各案件の情報を
横断的に把握することで，今後の海外展開を検討するうえ
での参考となる情報提供が必要である．
上記のような状況を踏まえ，東南・南アジアにおける高
速鉄道事業の整備スキームの把握を目的とした調査結果
について報告する．調査の対象事業は表―１に示す．なお，
ラオス中国鉄道は準高速鉄道であるが，整備スキームが
インドネシアの事業に類似しているため，本調査の対象と
した．

2──事業概要

本章では，各事業の概要とともに，実施国と協力国との
関係に着目して各事業の背景や目的について紹介する．
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事業 実施国 協力国
（1）バンコク・ノンカイ高速鉄道 タイ 中国
（2）ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道 インド 日本
（3）ジャカルタ・バンドン高速鉄道 インドネシア 中国
（4）ラオス中国鉄道 ラオス 中国
（5）3空港連絡高速鉄道 タイ ─

■表—1　調査対象事業
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の路線である．本事業の基本情報を表―4に示す．
主要都市間における大量高速輸送システムの構築を目

的に，2010年代前半には日本の協力を受けてFSが実施さ
れていた．2015年のジョコ大統領就任以降，インドネシア
政府は高額な事業費を理由に高速鉄道計画を中止すると
ともに，中国の事業検討への参加を表明し，インドネシア
政府が求める「財政支出と債務保証を求めない」計画案を
提案した中国の協力を受けて本事業が実施されることと
なった．2016年より工事が開始され，2023年10月に商業運
行が開始されている．

（4）ラオス中国鉄道
本事業は，ラオスの首都ビエンチャンとラオス中国国境
付近のボーテンを結ぶ延長約420kmの路線である．本事
業の基本情報を表―5に示す．
港湾や近代的な鉄道輸送システムを持たない内陸国の

ラオスが，周辺国との連結性の向上を図るため，ラオス政
府は2000年頃から中国政府と鉄道整備に関する交渉を進
めていた．2015年，両国政府は本事業の実施について合意
し，同年末のラオス建国40周年式典に合わせて起工式が
行われた．2021年12月より商業運行が開始され，旅客輸送
および貨物輸送が実施されている．

（5）3空港連絡高速鉄道
本事業は，タイの首都バンコクにあるスワンナプーム空

港とドンムアン空港，および東部のラヨーン県にあるウタパ
オ空港を結ぶ延長約220kmの路線である．本事業の基本
情報を表―6に示す．

3空港間の移動の円滑化や東部経済回廊（EEC）の開発
計画を促進するために本事業が計画され，FSにより官民連
携（PPP）方式による事業の実施が提案された．2018年，タイ
の閣議で本事業の実施が承認され，2019年にタイ国鉄（SRT）
とタイの財閥企業であるCPグループが主体となるコンソーシ
アムが事業実施に関する契約を締結した．現在はPPPの契
約内容の見直しが検討されており，工事は未着工である．な
お，2010年に開業したエアポート・レール・リンク（ARL）の既
存施設は本事業の一部として活用される計画となっている．

これらの事業において協力国の選定に考慮される要素
に着目すると，（1）バンコク・ノンカイ高速鉄道や（4）ラオス
中国鉄道では地理的な近接性により計画当初から協力国
が選定されており，（2）ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道
や（3）ジャカルタ・バンドン高速鉄道では実施国のニーズ
に応じた提案により協力国が選定されている．一方，（5）3空
港連絡高速鉄道はPPPで実施されており，特定の協力国は
設けずに事業化されているものもある．

3──事業スキーム

本章では，事業の流れを事業計画，資金調達，用地取
得，設計・調達・建設（EPC），運営・維持管理（O&M）の5

段階に分け，各段階における主要な組織を紹介する．また，
資金調達とEPCにおける実施国および協力国の組織の関
与に着目して比較分析する．

（1）バンコク・ノンカイ高速鉄道（フェーズ1）
本事業のスキーム図を図―1に示す．事業計画では，タイ

政府と中国政府が参画する事業管理委員会が意思決定
機関の役割を担っている．資金調達では，協力国からの融
資はなく，タイ政府が事業費の100%を出資し，タイ国鉄に

フェーズ1 フェーズ２

区間 バンコク・
ナコンラチャシマ間

ナコンラチャシマ・
ノンカイ間

延長 253km 356km
駅数 6 5
軌間 1,435mm

営業最高速度 250km/h
当初事業費
（概算）

1,794億THB
（約50億USD）

3,000億THB
（約83億USD）

■表—2　バンコク・ノンカイ高速鉄道の基本情報

区間 ムンバイ・アーメダバード間
延長 508km
駅数 12
軌間 1,435mm

営業最高速度 320km/h
当初事業費
（概算）

10,800億INR
（約170億USD）

■表—3　ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道の基本情報

区間 ジャカルタ・バンドン間
延長 142km
駅数 4
軌間 1,435mm

営業最高速度 350km/h
当初事業費
（概算）

880,800億IDR
（約60億USD）

■表—4　ジャカルタ・バンドン高速鉄道の基本情報

区間 ボーテン・ビエンチャン間
延長 420km
駅数 10（旅客駅）
軌間 1,435mm

営業最高速度 旅客列車：160km/h
貨物列車：120km/h

当初事業費
（概算）

─
（約60億USD）

■表—5　ラオス中国鉄道の基本情報

区間 ドンムアン空港・スワンナプーム空港・
ウタパオ空港間

延長 220km
駅数 15（ARLの既存駅を含む）
軌間 1,435mm

営業最高速度 ドンムアン空港・スワンナプーム空港間：160km/h
スワンナプーム空港・ウタパオ空港間：250km/h

当初事業費
（概算）

2,245億THB
（約60億USD）

■表—6　３空港連絡高速の基本情報
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（2）ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道
本事業のスキーム図を図―2に示す．事業計画では，イン

ド政府と日本政府が参画する合同委員会が意思決定機関
の役割を担っている．資金調達では，インド政府と沿線州
政府からの出資によりインド高速鉄道公社（NHSRCL）の
資本金が調達されている．また，事業費の81%に相当する
円借款が日本のJICAからインド政府へ供与されることと
なっており，相当額がインド政府からNHSRCLへ予算として
配分される．用地取得，EPC，O&MはNHSRCLが実施する．
資金調達の観点では，インド政府が中心となって事業
費の出資や融資を担っており，公共事業方式で整備が進
められている．EPCにおいては，インド国営企業のインド高
速鉄道公社（NHSRCL）が事業主体となっている．なお，円
借款の供与条件によりタイド援助とされていたものの，日
本企業の入札参加が少なく，調達条件が見直された結果，
主な工事はすべてインド企業あるいはインド企業と日本企
業のJVがコントラクターとして実施している．協力国の日本
からは，主に日本コンサルタンツコンソーシアム（JICC）等
が発注者支援や詳細設計等の役務を実施している．

（3）ジャカルタ・バンドン高速鉄道
本事業のスキームを図―3に示す．事業計画では，中国

政府の提案をインドネシア政府が採択することで事業化さ
れている．資金調達では，インドネシアの国営企業コンソー
シアムのPT PSBIと中国の国営企業コンソーシアムのBeijin 

Yawanからの出資によりインドネシア中国高速鉄道（KCIC）
の資本金が調達されている．また，KCICは中国の国家開
発銀行から事業費の75%に相当する融資を受けている．用
地取得，EPC，O&MはKCICが実施し，O&Mのコンセッ
ション期間は50年となっている．
資金調達の観点では，インドネシアと中国の国営企業が

予算として配分される．用地取得とEPCはタイ国鉄（SRT）
が実施しているものの，O&Mのスキームはタイ運輸省によ
り検討されており，現時点で未定である．
資金調達の観点では，協力国からの融資は受けておら
ず，タイ政府が事業費の全額を出資していることから，公
共事業方式で整備が進められている．それに伴い，本事
業のフェーズ1を通じて，高速鉄道の整備における事業実
施能力の向上や，土木の技術移転，雇用創出等を期待する
タイ政府の意向が反映された体制が構築されている．EPC

においては，タイの国営企業のSRTが事業主体となり，タイ
企業あるいはタイ企業と外国企業の共同事業体（JV）等が
コントラクターとしてプロジェクトマネジメントや土木工事を
実施している．一方，協力国の中国からは，国営企業の中
国鉄路国際（CRIC）や中国鉄設（CRDC）がコントラクター
として参画しており，設計や軌道，電気・機械（E&M），車両
といった高速鉄道特有のパッケージを分担している．なお，
フェーズ2においては，タイ側の組織が関与する作業を増や
せるよう，技術移転にも取組んでいる．

■図─1　�バンコク・ノンカイ高速鉄道のスキーム図

■図─2　�ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道のスキーム図

■図─3　�ジャカルタ・バンドン高速鉄道のスキーム図
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出資するKCICが融資を受けており，両国の共同出資事業
と見なすことができる．EPCにおいては，KCICが高速鉄道
コントラクターコンソーシアム（HSRCC）へ一括して主な工
事を発注している．HSRCCの構成企業のうち，インドネシ
ア国営建設企業のWIKAや中国のCRIC，中国鉄路工程
（CREC），中国水利水電建設（Sinohydro），中国中車
（CRRC），中国鉄路通信信号（CRSC）は，出資者である
Beijin Yawanとしても本事業に参画していることから，あら
かじめ資金調達とEPCの体制を企図したうえで事業が計
画されたものと推察される．

（4）ラオス中国鉄道
本本事業のスキーム図を図―4に示す．事業計画では，

ラオス政府と中国政府により事業化されている．資金調達
では，ラオス国営企業のラオス国鉄（LNR）と中国の国営
企業コンソーシアムのBoten-Vientiane Railway，および中
国の投資企業2社からの出資によりラオス中国鉄道（LCR）
の資本金が調達されている．また，LCRは中国輸出入銀行
から事業費の60%に相当する融資を受けている．用地取得
では，事業主体のLCRではなく，ラオス政府および地方自
治体により実施されている．EPCおよびO&MはLCRが実施
し，O&Mのコンセッション期間は50年となっている．
資金調達の観点では，ラオスと中国の国営企業等が出
資するLCRが融資を受けており，両国の共同出資事業と見
なすことができる．EPCにおける詳細な体制は確認できて
いないが，両国の委員により構成される入札委員会のもと，
入札によりコントラクターが選定されている．結果として，主
要な役務や工事は中国企業がコントラクターとして実施し
ており，CRIC，Sinohydro，中国中車青島四方機車車両
（CRRC Qingdao Sifang）等は，出資者であるBoten-

Vientiane Railwayの構成企業およびEPCにおけるコントラ
クターの両方の立場で本事業に参画している．

■図─4　�ラオス中国鉄道のスキーム図

■図─5　�3空港連絡高速鉄道のスキーム図

（5）3空港連絡高速鉄道
本事業のスキームを図―5に示す．事業計画では，タイ

政府が進めるEEC政策のもと，EEC事務局とSRTが主要な
役割を担う．資金調達においては，タイ企業および中国企
業から成るコンソーシアムからの出資によりアジア・エラ・
ワン（AERA1）の資本金が調達されており，公共セクターの
SRTと民間セクターのAERA1が事業実施に関する契約を締
結している．公共セクターでは，用地取得，既存のARLに関
連する工事，新設する土木・軌道相当に係る費用を負担し，
民間セクターでは，プロジェクトマネジメント，EPC，既存
ARLの運営，交通指向型開発（TOD）にかかる費用を負担
する分担となっている．用地取得はSRTが実施し，EPCと
O&MはAERA1が実施する．O&Mのコンセッション期間は
建設期間を含めて50年となっており，鉄道輸送のほかに
TOD関連事業も実施することとなっている．
本事業はPPPにより実施されており，官民が事業リスクを
分担して進めるスキームとなっている．SRTからAERA1へ着
工指示が発出されていないため，EPCの実施体制は不詳で
あるが，AERA1の出資企業に建設会社や鉄道運営会社，
財閥企業が含まれることから，それぞれがEPCやO&M，
TOD関連事業に関与することが推察される．

4──特徴的な取組や課題

本章では，事業概要や事業スキーム以外に，参考となり
うる特徴的な取組や課題を抽出して紹介する．
貨物輸送の取扱いについて，バンコク・ノンカイ高速鉄

道では，事業計画の段階で旅客輸送と貨物輸送の併用が
検討された際，事業費の増加，運行計画や路線の維持管
理の煩雑化といった懸念から，貨物輸送は並行する在来
線で担うこととし，高速鉄道は旅客輸送のみを担うことと
された．ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道では，急増す
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確認できた．一方，中国が支援する案件では，文献調査お
よび関係者へのヒアリングの限りでは同様の取組は確認で
きなかった．以上より，日本と中国それぞれが支援する案
件の差として，実施国の状況やニーズに応じた計画的・段
階的なソフト支援の有無が挙げられる．高速鉄道に限らず，
日本の鉄道分野の海外展開では多様なソフト支援が実施
されており，それらの実績は今後の海外展開を推進するう
えで特色となり得ると考察される．
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る輸送需要を背景に，軌間1,676mmの在来線とは別に，旅
客専用・軌間1,435mmの高速鉄道と，貨物専用・軌間
1,676mmの貨物専用線の整備が進められている．ラオス中
国鉄道では，旅客・貨物併用線として運営されており，収入
の多くを貨物運賃収入が占めている．
用地取得について，ラオス中国鉄道以外の4事業は事業

主体であるSRTやNHSRCL，KCICが用地取得を行っている
が，ラオス中国鉄道については，事業主体のLCRではなくラ
オス政府や地方自治体が用地取得を行っている点が特徴
的である．その背景として，LCRは中国企業の出資割合が
70%，ラオス企業の出資割合が30%であるため，土地所有
権にラオス側の主権が及ぶようにする措置として，LCRでは
なくラオス政府や地方自治体が用地取得を担うスキームと
なっている．
技術基準について，日本が支援するムンバイ・アーメダ

バード間高速鉄道では実施国の現状やニーズを踏まえ，法
制度や技術基準の制度化支援が実施されている．一方，中
国が支援するバンコク・ノンカイ高速鉄道，ジャカルタ・バン
ドン高速鉄道，ラオス中国鉄道では中国の技術基準が採
用されており，制度化支援といった取組は確認できな
かった．
駅周辺開発について，日本が支援するムンバイ・アーメダ
バード間高速鉄道では，建設の段階から駅周辺開発支援
に取組む一方，中国が支援するジャカルタ・バンドン高速
鉄道では試験運行の段階でフィーダー交通の整備が不十
分な状況であり，駅周辺開発に対する姿勢が対照的となっ
ている．

5──まとめ・考察

事業化の背景や経緯に着目した場合，（A）協力国との地
理的な近接性が考慮される案件，（B）協力国の提案内容に
基づき政府間で合意される案件，PPPのように（C）特定の
協力国を設けずに事業化される案件に分類される．また，
資金調達やEPCに着目した場合，（ア）公共事業方式の案
件，（イ）両国企業が共同出資し，主に協力国の出資企業が
EPCも実施する案件，（ウ）PPPの案件に分類される．このよ
うに，東南・南アジアにおける高速鉄道事業は多様な整備
スキームで事業化されていることが確認できる．日本が高
速鉄道の海外展開を推進するうえで，多様な整備スキーム
で事業化される案件へ参入できるよう，戦略・制度・体制の
構築が重要と考察される．
そのうえで，特徴的な取組や課題に着目した場合，日本
が支援する案件では，設計段階における法制度や技術基
準の制度化支援，建設段階における駅周辺開発支援のよ
うなソフト支援が事業段階に応じて実施されていることが


